[bookmark: _GoBack]様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2022年４月８日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）だぶるすたんだーど
                       一般事業主の氏名又は名称　株式会社ダブルスタンダード
（ふりがな）しみず　やすひろ
                              （法人の場合）代表者の氏名　清水　康裕    印
住所　〒107-0062
　　　　　　　　　　　東京都港区南青山二丁目２番３号
法人番号　1013201019245　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ＤＸ推進に関する基本方針等

	公表日
	2021年９月16日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 当社コーポレートサイトにて公表
ＴＯＰページ＞企業情報＞ＤＸ推進
ＤＸ推進方針
https://double-std.com/company/dx/

2 当社コーポレートサイトにて公表
ＴＯＰページ＞企業情報＞ＤＸ推進
ＤＸ戦略
https://double-std.com/company/dx/

	記載内容抜粋
	1 『顧客にイノベーションをもたらす、BEST OF THE BESTのパートナーとなる。』を実現させるべく、当社技術基盤を活用した情報処理技術の活用を実現しております。
2 データクレンジング技術基盤を応用・転用したサービス企画・開発カンパニーとして、低コスト且つ高品質な各種ＤＸサービスの開発及び顧客への提供を通じてＤＸ推進のサポートを実現いたします。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は、当社2021年９月16日開催取締役会決議による承認を受けて作成された内容であり、公開文書に記載されている事項であります。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ＤＸ推進に関する基本方針等

	公表日
	2021年９月16日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて公表
ＴＯＰページ＞企業情報＞ＤＸ推進
ＤＸ活用状況
https://double-std.com/company/dx/

	記載内容抜粋
	自社作成システムやプロジェクト管理ソフトウェアを活用し、社内業務の工数管理及び工数削減、社内縦横するプロジェクトを円滑に遂行するためのプロダクト管理に日々努めております。これらは一部の業務を全自動化、半自動化できるツールとなり、人的リソースの確保が見出せるようになりました。今後もそれらをより高度な作業に割り振ることで業務全体の変革を目指します。なお、自社作成システムの更新につきましては、定期的に開催するミーティングの中で課題や問題点を随時持ち寄り、改修や改善の積み重ねを励みつつ適宜対応しております。

管理部門においては、請求書・納品書発行システムをはじめ、給与計算・明細書電子化システム、経理システム、納税システム、法定調書システム、電子契約書システム等の申請を電子化・クラウド化で行っております。
新型コロナウイルス感染症感染の回避や時間の効率化、交通費の削減を図るため、従前の顧客企業様への訪問は現在では主にＷＥＢ会議システムを使用し実施しております。また、社員スキルの専門性を深めるため、社員教育・訓練整備の一環でe－ラーニングシステム等を活用しております。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は、当社2021年９月16日開催取締役会決議による承認を受けて作成された内容であり、公開文書に記載されている事項であります。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイト
ＴＯＰページ＞企業情報＞ＤＸ推進
ＤＸ体制
https://double-std.com/company/dx/

	記載内容抜粋
	小規模組織であるが故に実現可能となる、「ＣＴＯ・ＣＩＯを中心とした情報システム関連部員のみならず全社員対象としたＤＸ推進にかかる取組み」を実施しております。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて公表
ＴＯＰページ＞企業情報＞ＤＸ推進
ＤＸ活用状況
https://double-std.com/company/dx/

	記載内容抜粋
	昨今の働き方の多様化に少しずつ対応し、従業員の生産性向上や事業継続計画においても有効とするため、社外での活動の際、社内システムにアクセスしてテレワークができるセキュアな環境の整備にも努めております。
さらなるビジネス変革を目指すため、既述のとおり自社サービスや市販の電子化・クラウド化サービスを当社独自の技術を生かしてカスタマイズ運用しております。今後も社内の業務効率化・ペーパーレス化・見える化をより一層図るため、継続してＤＸ導入を積極的に推進してまいります。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 2022年３月期 第２四半期決算説明資料
2 2022年３月期 第３四半期決算説明資料

	公表日
	1 2021年11月12日
2 2022年２月14日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①2022年３月期　第３四半期決算説明資料 22ページ
ＴＯＰページ＞ＮＥＷＳ・ＩＲ情報＞ＩＲ情報
2022年３月期　業績予想
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS03969/e6d86812/955f/4f86/882f/bb4303cce920/140120220208583316.pdf

②2022年３月期　第２四半期決算説明資料 ８ページ
ＴＯＰページ＞ＮＥＷＳ・ＩＲ情報＞ＩＲ情報＞一覧を見る
2022年３月期　業績予想
https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS03969/c97182aa/e136/4ce0/81ab/b932c14fa875/140120211109429111.pdf

	記載内容抜粋
	1 当社経営理念に基づく「経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性」に従って、社内における各種業務効率化の実現によるコスト削減を行い、期初に掲げた業績予想数値を達成すべく社業に邁進してまいります。2022年３月期における指標は下記のとおりです（カッコ内の数字は前年度比、第３四半期進捗率）。
売上高　　　6,400百万円（145％増、85.6％）
営業利益　　1,700百万円（153％増、79.5％）
経常利益　　1,710百万円（154％増、77.7％）
当期純利益　1,137百万円（152％増、79.4％）
2 長期展望を見据え、積極的な値引き対応とそれを実現する技術基盤改善の励行、および当社価値を最大化出来ない業務契約の見直しに踏み込み、ハイスペック要員を有効活用可能な受託業務に振り分け、生産性を一気に高める。
※従来の当社決算説明資料では当社サービスをメインとして株主様向けに報告しておりますため簡素な記載となりますが、意図は以下の通りです。
社内ＤＸ化の推進により工数を削減することでコストの低料化が実現でき、引いては顧客企業様へのサービス還元（積極的な値引き対応等）が可能となりました。今後につきましても、社内でのＤＸ化推進が達成されることで、社外向けサービスの向上につながっていく指標になるものと考えております。なお、当社はＤＸ推進指標（経済産業省策定）を採用し、ＤＸ戦略の達成度を測定しております。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2022年２月14日（発信内容に記入部分の公表日）

	発信方法
	当社コーポレートサイトにて公表
ＴＯＰページ＞企業情報＞ＤＸ推進
ＤＸ活用状況
https://double-std.com/company/dx/

	発信内容
	当社では、社内業務全般にわたって最適なＤＸ推進を円滑に実現するため、情報システム管理部門と管理部門がＤＸ推進を実現させるべく全社ＤＸの推進状況を把握し、課題解決のための審議を定期的に開催しております。
顧客企業様へのサービス同様に社内のＤＸに対する投資を実施するため、専門家の意見を取り入れた上で規程に基づいた事業戦略を練り、経営資源を本施策に割いております。

以上につきまして、当社代表取締役 清水康裕の名で発信しております。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年９月～現在

	実施内容
	◆ＤＸ推進指標自己診断フォーマットにて自己診断を実施いたしました。

◆取締役会、マネージャー会議、情報システム関連部門及び管理部での課題を把握に努めております。

◆オンライン業務フローを始めとした社内業務のＤＸ化推進に向けて、全社における取り組みの進捗状況や課題の共有・克服を継続的に実行しております。上記を受けて、取締役会では情報システムにかかる重要な規程やシステムインフラ投資への議論や意思決定を行っております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2021年９月～現在

	実施内容
	◆内部統制システムの基本方針のもと、情報セキュリティ管理及び個人情報等を含む機密情報や情報資産の管理徹底と適切な保護に努めております。
◆内部統制システムの基本方針によって整備された「内部統制規程」「内部監査規程」に従い、定期的な監査を実施しており、インシデント発生時においては「リスク管理規程」に基づき取締役を中心として対応することとしております。
◆情報セキュリティ管理者を中心として、情報セキュリティ基本方針を策定しております。また、当社は2022年２月、ＳＥＣＵＲＩＴＹ ＡＣＴＩＯＮ制度に基づき自己宣言（二つ星）を行っております。
https://double-std.com/security_action/



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

